
現状認識と要望
協会は、シェアエコ課税問題を重要課題と位置づけており、必要な対処を行う用意がある

1. シェアリングサービス利用者の確定申告制度の認知の
向上と普及に向けて
• サービス提供者個人に対する納税申告の啓発

• 社会的にユーザーの申告納税に対する認知は必ずしも高くない

政府・民間が協働で納税への啓発を強化する必要がある

• 確定申告手続の利便性の向上

• ICTを活用した納税の利便性の向上

2. 制度検討について
• プラットフォーム事業者によるユーザー情報等の情報提供制度につい

ては慎重な検討が必要

• PFが持つユーザーの情報は企業ごとに差

• 創業5年以内の事業者が多く、対応負荷が大きい企業も存在

• 海外とのイコールフィッティングを図り健全な競争環境の整備が必要31



シェアリングシティ
‐ 自治体と連携した持続可能な地域社会 ‐
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• 赤字運営の公共施設

• 高費用負担の就業支援、福祉サービス

• 採算度外視の観光促進

• 限られた地方予算と中央依存

シェアリングエコノミーで
公助から共助社会へ

補助金より

小さな自治体へ

地方自治体は、少子高齢化でさまざまな課題を抱えている。
公共サービスに依存していては、予算的にも人員的にも破綻する。

シェアリングエコノミーの利活用はその解決策になり得る。
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民間主導型
福祉シェア施設

財政負担の高い
公共サービスを
シェアに転換

シェアによる
資金調達支援

代替公共交通
手段を

シェアで解決

シェアリングエコノミーを街全体のインフラとして積極的に活用する

持続可能な地域経済システム

シェアサービス活
用による

就業機会の創出

公共スペースや空
き家等遊休施設の

個人活用

自宅での飲食店経営

個人間による子ども預かり・家事
の手伝い

保育園や介護施設の備えたシェ
アハウスの運営

クラウドソーシングなどの
在宅ワーク

個人の観光ガイド・
地元体験の提供

自家用車での有償運送

シェア自転車/自動車の設置

行政福祉サービスを
シェア事業者に運営委託

クラウドファンディング活用の税
金控除や活用支援遊休公共施設の民間活用

シェア×空間

シェア×移動シェア×スキル

シェア×お金

シェアリングシティ
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シェア・ニッポン100
～未来へつなぐ地域の活力～

平成30年3月20日

内閣官房シェアリングエコノミー促進室

シェアリングエコノミー活用事例集（平成29年度版）

1.天塩町（ 地域の足の確保）

2.中頓別町（ 地域の足の確保）

3.釜石市（ 観光振興）

4 .一関市・平泉町（ 観光振興）

5 .湯沢市
（ 子育てなど女性

活躍支援、その他）

6 .喜多方市（ 需給ひっ迫の解消）

7.伊達市（ 地域の足の確保）

８ .横瀬町（ 観光振興）

９ .千葉市（ 観光振興）

10 .南房総市（ 就業機会の創出）

11 .いすみ市（ 観光振興）

12 .港区（ 地域の足の確保）

13 .渋谷区（ その他）

14 .南砺市（ 就業機会の創出）

15 .加賀市（ 観光振興）

16 .鯖江市（ 地域人材の活用）

17 .駒ケ根市（ 就業機会の創出）

18 .川上村（ 子育てなど女性活躍支援）

19 .浜松市（ 観光振興）

20 .春日井市（ その他）

21 .大津市（ 子育てなど女性活躍支援）

22 .加古川市（ 就業機会の創出）

23 .奈良市（ 就業機会の創出）

24 .生駒市（ 子育てなど女性活躍支援）

25 .瀬戸内エリア（ 観光振興）

26 .徳島市（ 需給のひっ迫の解消）

27 .徳島県、阿南市（ その他）

28 .北九州市（ その他）

29 .福岡市（ 需給ひっ迫の解消）

30 .多久市（ 就業機会の創出）

31 .島原市（ 就業機会の創出）

32 .壱岐市（ 就業機会の創出）

33 .西海市（ 就業機会の創出）

36 .新富町（ その他）

35 .日南市（ 就業機会の創出）

34 .阿蘇市･南阿蘇村･和水町･
錦町･五木村・島原市・川棚町

（ 観光振興）

37 .奄美市（ 就業機会の創出）

2

事例の分布状況
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北海道天塩町・中頓別町：コストシェア型ライドシェア
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佐賀県多久市：クラウドソーシングで雇用機会創出
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熊本地震や西日本豪雨など、シェアリングエコノミー各社は、緊急

時のライフラインの一部を担い、被災者支援に貢献しています。

被災時対策として国や自治体による「公助」だけではなく、シェア

リングエコノミーのより一層の推進による「共助」の仕組み提供。

自治体・政府との連携が弱く、今後連携の強化を期待。

災害時にシェアによるCtoCの助け合い
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※2017年11⽉8⽇シェアリングシティ認定授与式記者会⾒
写真︓⼩林史明総務省⼤⾂政務官・協会代表理事重松⼤
輔・総務省⼩倉政信⼤⾂政務官・認定⾃治体⾸⻑

15自治体をシェアリングシティとして認定
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（1）シェアリングエコノミーを活用した地域社会的課題の解決に関する共同研究
（2）シェアリングエコノミーサービスの普及・促進
（3）人材開発や研修プログラムにおける人的交流の検討などの支援

大津市 越直美市長（中央）と協会理事の
アズママ甲田代表（左）、同幹事のタスカジ
和田代表＝大津市役所

渋谷区 長谷部区長（中央）と協会代表理事
のスペースマーケット重松代表（左）、同ガイ
アックスの上田代表＝渋谷区役所

渋谷区・大津市と連携協定締結
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